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第 4版はしがき

　本書の初版の発行は1997年であり，新版（第 2 版）は2001年，そ
して第 3 版は2011年である。初版からは，20年近い年月が経ってい
る。本書のテーマの国際経営は変化がはげしく，新しいことがつぎ
つぎに登場し，また旧いもので消えていったものは少なくない。国
際経営の教科書として，現役でありつづけるように，外部環境の変
化，それに対応する国際経営の動きをできるだけ新しくするように
努力した。
　本書は，学生とビジネスパーソンのための教科書であり，アカデ
ミズムの世界に属する書物であるから，最新の変化や動きを，大き
な文脈と長いタイムスパンのなかに位置づけて，その意味を考え，
その論理を明らかにする，こういうことを期待されている。このよ
うに考えて，この第 4 版を書いている。
　他方，本書の20年近い歴史の長さのよさが出ていてほしい。本書
は1950年ごろから現在までの60数年間をカバーしている。国際経営
を歴史の流れのなかでとらえている。ローマは一日にして成らず，
という。国際経営の歴史のうえに，最近の新しい国際経営の動きが
ある。このことを理解してもらえるならば，長期にわたって国際経
営を研究してきたわたくしのような高齢の研究者にとって，最高に
うれしい。
　さて，本書第 4 版を前著第 3 版と関係づけると，つぎのようにい
える。
　まず，章立てをいうと，第 3 版の13の章のうち，第10章までは引
き継いでいるが，第11章「国際経営と国内空洞化」は削除している。
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代わりに，第11章「サービス企業の海外進出」を新たに設けている。
第 3 版の第12章「国際経営戦略の今後の展開」と第13章「国際経営
マネジメントの革新」を第 4 版では統合して第12章「国際経営の新
展開」にしている。
　つぎに，データ，企業名，肩書きなどの更新や文章，字句などの
修正や加筆を行なった。誤り，不適当な表現などは訂正あるいは削
除した。なお，データなどの時点は，基本的には，原稿を書き終え
た2015年 8 月であるが，場合によっては，校正のときに訂正，追加
などをするつもりである。
　書物の趣旨，目的，性格などは，第 3 版のものを基本的には変え
ることなく踏襲している。
　つぎの方に，本書の草稿を読んでコメントしてもらった。記して，
謝意を表したい（順不同）。梅野巨利（兵庫県立大学大学院経営研究科

教授），須佐淳司（兵庫県立大学大学院経営研究科学生），森川崇洋（関

西学院大学ビジネススクール学生），小佐井國久（関西学院大学ビジネス

スクール学生），若園健治（南山大学ビジネススクール卒業生）。
　最後になってしまったが，この第 4 版の出版では，藤田裕子さん
にたいへんお世話になった。初版と新版では伊東晋さんに，第 3 版
では秋山講二郎さんに，お世話になった。記して，お礼を申しあげ
たい。

2015年 8 月31日

吉　原　英　樹
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第 3版はしがき

　本書『国際経営』の初版の出版は1997年，新版（第 2 版）の出版
は2001年であるから，新版から数えても約10年が経っている。十年
一昔というが，すでに昔の本になってしまっている。そのためであ
ると思われるが，教科書に採用していただいた先生や本書を読んだ
学生などから，内容が旧いとの不満をよく耳にした。本書を現役の
教科書にするには，改訂が不可欠である。ということで，第 3 版を
出すことを決心した。なお，『国際経営』（新版）のあとで内容をす
こし更新した『国際経営論』（2005年）を出している。
　今回の第 3 版を出すにあたっても，これまでと同様につぎの基本
方針にもとづいて執筆した。
　 1 ．日本企業の国際経営を対象にする
　 2 ．全体をみる
　 3 ．できるかぎり具体的に説明する
　また，つぎの 3 つをおもな内容にしている点も，これまでと同じ
である。
　 1 ．日本企業の国際経営の実態を整理し，記述する
　 2 ．日本企業の国際経営の特徴・課題を明らかにする
　 3 ．国際経営の考え方・ものの見方を提示する
　おもな読者としては，大学の学部の学生を考えているが，大学院
生とビジネスパースン，さらに，研究者にも読んでもらえることを
願っている。
　本書は，教科書としては個性的な書物になっているかもしれない。
わたくしの個人的な体験・見聞をいくつか記述しているし，わたく
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しの意見・考え方なども盛り込んでいる。また，試論的なことも書
くようにした。つまり，定説ないし共通理解のないことや研究不十
分なことなども，必要と判断するときには，思い切って書いている。
　言い訳になるが，データ・情報の更新は不十分である。データ・
情報の入手の困難性の増大が，そのひとつの理由である。個人情報
保護・インサイダー取引規制・内部統制制度などのために，インタ
ビューやアンケートによって企業からデータ・情報を入手すること
がむずかしくなっている。また，持株会社制度，M&A（Merger 

and Acquisition，合併・買収），経営統合，戦略的提携なども，情報入
手をむずかしくしている。
　インタビューやアンケートなどを補うために，新聞・雑誌の記事
を活用した。この方法によって，新しいうごきをつかみ，幅広い情
報・データをえるように努力した。
　本書のおもな読者である大学の学部学生は，活字ばなれがすすみ，
本をあまり読まないようになっているが，すこしでも読んでもらえ
るように工夫し努力した。平易明快な文章で書く，製品・企業・人
物・国などを実名にする，エピソードをいれる，わたくしの個人的
な見聞・体験を書く，などである。マンガなど絵をいれるとよいと
思われるが，残念なことにわたくしにはその才能がないので，文字
と数字だけになってしまった。
　個人的なことで恐縮であるが，わたくしは1941年生まれで，こと
し古希になった。いまの勤務先の南山大学での生活もあと500余日
になっている。そういうわたくしであるから，高齢者のよい点，た
とえば，経験豊富・余裕・成熟・ベテランの味などがすこしでも本
書にでていることを願っている。時代遅れ・老いぼれ・隠居仕事・
老醜になっていないことを願うのみである。
　今回の改訂にさいして，同じ職場の上野正樹准教授（南山大学経
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営学部）に，新しいうごきについての情報や資料，文献などでお世
話になった。記して，感謝申しあげたい。
　本書の第13章は，パッヘ研究奨励金および科学研究費補助金によ
る研究成果の一部である。

パッヘ研究奨励金（南山大学），2009年度，国際経営マネジメント
の革新──現地人社長・英語・内なる国際化

科学研究費補助金による研究，基盤研究（C），研究期間：2007年
度～2008年度，課題番号19530366，研究課題名 : 国際経営マネ
ジメントの革新──内なる国際化

　最後になってしまったが，出版事情がきびしいなか今回の第 3 版
を可能にしてくださった秋山講二郎氏，それに，初版と新版でお世
話になった伊東晋氏に，お礼を申しあげたい。

2010年10月31日

吉　原　英　樹
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新版はしがき

　このたび改訂の機会をえたことは，著者として大きいよろこびで
ある。じつは，自分の著書の改訂は，これがはじめてである。
　初版のはしがきに書いたように，国際経営の変化のテンポははや
く，「十年一昔」より「三年一昔」のほうが適当な表現かもしれな
い。初版本の出版からすでに 3 年以上がすぎているから，内容をア
ップツーデートなものに改めなければならない。今回の改訂にあた
っては，最近の国際経営のうごきをできるだけとりいれるように努
力した。しかし，改訂の目的は，国際経営のファクツを更新するこ
とだけではない。ファクツの更新は改訂のおもな目的ではないとさ
えいえる。
　本書は，基本的には大学の学部用の教科書である。そのため，わ
たくしは，本書をアカデミックな書物として書いている。ビジネ
ス・ジャーナリズムの書物であれば，国際経営の新しいうごきをと
りあげ，解説しなければならない。しかし，本書はアカデミックな
書物であるから，国際経営の歴史的変化，全体像，達成した成果，
のこされている課題，欧米企業の国際経営との比較などを明らかに
することに努力した。また，学生，研究者，ビジネスマンが国際経
営を考えるときに役立つものの見方ないし思考のフレームワークを
提供することも，著者の 1 つの努力目標である。このたびの改訂に
あたっては，アカデミックな書物のこのような特徴を強く打ち出す
ように努力した。その反面として，国際経営の個々のファクツをア
ップツーデートすることは，この改訂でも十分にできたという自信
はない。
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　この新版では，各章のはじめの写真をすべて入れ替え，わたくし
が選んでみた。日本の代表的な多国籍企業の国際経営がはたしてう
まく表現できているだろうか。写真の提供でお世話になった各社の
担当者の方にお礼を申し上げたい。
　コラムも，すこし入れ替えてみた。コラムによって，本書の単調
さや真面目一方の叙述の欠点がすこしでも和らぐようにと，期待し
ている。
　いまの大学生に読んでもらうためには，マンガや絵がほしいのだ
が，あいにくわたくしにはその才能が欠落していて，あきらめざる
をえなかった。ほとんど文章とデータだけの旧態依然な書物である
ことは，初版本のままである。それでも，著者としては，大学生を
はじめ，ひとりでも多くの方に本書が読まれることを夢見ている。
　このたびの新版によって，21世紀の国際経営を考えるときに，本
書がすこしでも役に立つことを希望している。
　今回の改訂にあたり，つぎの研究助成金の援助をうけてなされた
研究の成果をとりいれている。
　　文部省科学研究費補助金「国際経営と英語」（平成11，12年）

　　日本証券奨学財団「研究開発の国際化」（平成 9 年）

　　江崎グリコ株式会社「国際経営の研究」（平成 9 年～12年）

　今回の改訂にあたっても，伊東晋，秋山講二郎の両氏にお世話に
なった。記して謝意にしたい。

2000年 8 月28日

吉　原　英　樹
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初版はしがき

　本書は，大学の学部の国際経営の教科書として書かれている。し
たがって，本書が想定する主要な読者は，大学の経営学部，商学部，
経済学部など学部の学生である。しかし，本書には日本企業の国際
経営の実際の動きや将来の課題など，実務的に有用なことも多く書
かれているので，国際経営に関心のある一般のビジネスマンにも読
んでもらえる内容の書物になっていると思う。さらに，大学院生に
も読んで参考になる内容が多くふくまれているはずである。
　私はこれまでに，本書と似たような性格の書物をすでに 2 冊書い
ている。『日本企業のグローバル経営』（東洋経済新報社，1988年）と，
『日本企業の国際経営』（同文舘出版，1992年）の 2 冊である。これ
ら 2 冊が共著ないし編著の本であるのにたいして，本書は私の単著
である点がちがっている。前二著の良いところを引き継いで，それ
にその後の私の研究の成果を加えて，一冊の書物にまとめたのが本
書である。本書は，私の単著の最初の国際経営の教科書である。
　本書は，私のこれまでの国際経営の研究の成果をベースにして書
かれている。そのことから本書にはいくつかの特徴がみられる。
　 1 つの特徴は，一貫性である。私ひとりが最初から終わりまです
べてを執筆しているので，私の考えにもとづいて本書が書かれてい
る。論旨が一貫しているという自信はないが，多くの人によって書
かれている共著本や編著本に比較して，単著本の本書は，考え方や
用語，文章などの点で一貫性が高いはずである。
　つぎに，本書は国際経営の教科書としては個性的な書物になって
いるのではないだろうか。私は本書を国際経営の教科書として書い
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たので，自分の好みや考え方のくせをできるかぎりおさえたつもり
であるが，それでもくせはかなり残っているかもしれない。著者と
しては，本書の個性ないしくせが，読者によって歓迎されることを
祈るのみである。
　第 3 点として，国際経営の教科書としては，とりあげているテー
マが比較的かぎられており，とりあげていないテーマが多く残って
いることがあろう。この点にかんして自己弁護させてもらうと，比
較的コンパクトな本書で多くのテーマをとりあげると，各テーマの
論述がうすく浅いものになってしまう。本書では，重要な少数の
テーマにしぼって，できるだけくわしく深く論述するようにつとめ
た。著者としては，本書のこの論述のスタイルが読者によって評価
されることを願っている。
　第 4 点として，本書では国内，海外の研究者の既存の研究の利用
が十分になされていないことを指摘できる。本書は，私のこれまで
の研究をベースにしているために，その反面として，他の研究者の
研究の成果を利用し紹介する点で不十分である。この点はおそらく，
国際経営の教科書としては問題点だと思われる。国際経営について
の理論ならびに事実について幅ひろい知識を得るためには，本書だ
けでは十分でなく，既存の他の書物を参照していただかなければな
らない。
　本書には，国際経営あるいは多国籍企業の理論の解説がほとんど
ない。じつは，当初の執筆計画では，多国籍企業の理論と題する 1
章が設けられていた。しかし現在のところ，多国籍企業の標準的な
理論がないこと，そのためにいくつかの理論を紹介しなければなら
ず，そのためには 1 つの章だけではスペースが不十分である。 1 つ
の章でさまざまな理論をかんたんに解説したのでは，浅くうすい内
容の論述になってしまう。そのため本書では，理論についての解説
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の章はなくしたのである。多国籍企業の理論について関心のある読
者は，巻末の主要参考文献など他の文献を参考にしていただきたい。
　本書の執筆をある程度まですすめたときに， 1 つのことに気づい
た。それは，日本企業の国際経営の初期から今日にいたるまでの発
展の歴史的な過程についての記述が多いことである。その反面，最
近の新しい展開についての記述は多くない。このようになってしま
ったのは，本書を執筆するにあたり，自分のかなり以前の研究まで
も利用してしまったこと，自分の頭のなかに入っている知識はなか
なか捨て去ることがむずかしいこと（アンラーニングはむずかしい），
国際経営の最近の展開はめざましく，私ひとりで手におえるもので
はないこと，などのためである。「十年一昔」という言い方がある。
日本企業の国際経営では，変化のテンポははやく，「三年一昔」が
適当な表現かもしれない。国際環境ははげしく変化しており，それ
に対応するために日本企業の国際経営もスピーディーに変化してい
る。著者としては，日本企業の新しい動きを本書に盛りこむ努力を
したつもりであるが，その努力が十分な成果をあげたというだけの
自信はない。今はとりあえずこの内容で本書を出版し，できるだけ
はやい時期に本書の内容をアップツーデートなものに改訂したいと
考えている。そのとき，誤りや不十分な箇所をなおすとともに，新
しい動きをできるだけくわしく論述したい。
　本書は私の単著本であるから，原稿用紙に字を埋める作業（まだ

原稿はパソコンで書いていない）は私ひとりがした。しかし，本書に
盛りこまれている情報は私ひとりのものではない。内外の先輩・友
人の研究者の研究成果や企業の実務家の方々の情報などが多くふく
まれている。本書は小さい書物であるが，多くの人たちの協力と支
援があってはじめてできあがっている。心からお礼を表したい。
　最後になってしまったが，本書の出版でお世話になった伊東晋氏
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と秋山講二郎氏の両氏に感謝の意を表したい。

1996年12月19日

吉　原　英　樹
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グローバル・アウトソーシング　　62

グローバル型社員　　281, 282

グローバル経営元年　　74

グローバル・サプライチェーン・マネジ
メント　　64, 67, 69, 94, 293

グローバル事業部制　　128, 132

グローバル人事（制度）　　269, 270

グローバル適地生産　　76, 293

グローバルな事業部制　　127

グローバル分散型開発　　293

グローバル・マーケティング　　68, 69
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経営資源　　14, 228, 232

　――獲得／蓄積　　27, 144, 189

　――の一括的な国際移転　　24

　――の移転　　137

　――の外部調達　　213

　――の下向きの適応　　228

　――ベースの戦略　　223

経営者　　30, 300

　――の報酬　　297

経営戦略　　33

経営目標　　33

経済格差（中国）　　190

経済自由化　　203

経済的リスク　　167

形状コピー　　106

携帯電話　　227

芸を盗む　　102

研究開発　　293

　――の国際分業　　112

研究開発拠点　　50

研究開発費　　85

言　語　　265

　――国際化　　267

　――的コミュニケーション　　118

　――投資　　144

現代自動車　→現代（ヒュンダイ）自動
車

現地化　　149

現地経営拠点　　259

現地語　　115, 135

現地市場むけ生産　　38, 73, 162

現地人　　150, 288

　――社長　　153, 154, 268, 294

　――登用　　148

　――のキャリア（パス）　　269, 270

現地生産　　39, 46, 47, 49, 71, 169

現地政府　　18, 47

現地調達　　93

現地適応　　102, 248, 249, 251

現場主義　　80

原油安　　2

高価格　　223

降　格　　215

広州豊田　　218

広州ホンダ　　218

工場の管理者　　78

工場の作業者　　78

工場の組織風土　　76, 78

工場のレイアウト　　81

交通の技術革新　　235

交通の国際化　　267

高品質（確保）　　93, 223

高付加価値の競争　　259

神戸製鋼所　　277

合　弁　　12, 16, 230

合弁会社／企業　　27, 42, 44, 73, 226, 

250

合弁事業　　67

公用語　　203

5 S 運動　　78

顧客対応の国際化　　265, 267

国際化　　48

国際会計基準（IFRS）　　174

国際会計基準審議会（IASB）の基準　　
174

国際教養大学　　271

国際経営　　12, 127, 272

　――と言語　　135, 138

　――ノウハウ　　240, 241, 249

　――の戦略とマネジメントの国別相違
／企業別相違　　299

国際経営戦略　　4, 35

　――の転換　　74

国際経営組織　　123

国際経営マネジメント　　285

　――の革新／変化　　287, 294

　――の急進的アプローチ　　278

　――の漸進型の変革／漸進主義の変化　　
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286, 296

　――の日本的特徴　　294, 295

国際コミュニケーション　　135

国際調達　　64

国際的ミーティング　　133

国際物流システム　　68

国際分業（技術）　　73

国際マーケティング　　68, 69

国内空洞化　　20

国内経営　　25, 127, 241

　――戦略　　33

国内需要　　237

国内ハイテク　　39

　――・海外ハイテク　　76

　――・海外ローテク　　73, 292

国分良成　　192, 196

国民感情　　20, 239

個人企業　　263, 265

個人商店　　263

国家主権　　22

国家戦略特区　　267

国　境　　22

ことば　　100

コニカミノルタ　　35

小林健　　297

コピーメーカー　　226

コマツ　　83, 145, 227, 268, 270, 278

コールセンター　　238

コロンビア・ピクチャーズ・エンタテイ
メント　　43

ゴーン，カルロス（Ghosn, C.）　　280, 

298

コンサルタント　　253

コンビニエンス・ストア　　244

コンピュータ　　116

コンピュータ情報システム　　227

コンピュータリゼーション　　142

唖 さ　行

在庫管理　　77, 98

サイゼリア　　248

サイプレス　　85

材料企業　　227

サイレント・パートナー　　250

佐川急便　　8

サーキット・シティ　　83

サービス企業　　237

　――のアジア進出　　244

　――の営業利益　　246

　――の海外売上（高）比率　　244, 245

　――の海外市場　　251

　――の海外進出　　239, 242, 253

　――の国内経営　　241

　――の輸出　　238

サプライチェーン（・マネジメント）　　
37, 64, 257

サムスン（電子）　　46, 83, 84, 106, 209

山東如意集団　　189

サントリー食品　　174

三人四脚型合弁　　73

三　宝　　252

三　洋　　163

三洋電機　　45

サンヨー食品　　211

シアーズ　　83

ジェットスター航空　　221

シェラトン　　253

「仕方なしの海外生産／現地生産」　　47, 

71, 162, 164, 169, 292

事業戦略　　35, 36

事業の世界的な調整／統合　　129

事業部制　　124

資金力　　240

重光産業　　252

試行錯誤　　252

自国人が社長の海外子会社の比率　　152
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自社開発　　77, 98

自社製作　　77, 98

自社ブランド　　38, 40, 41, 59

市場自由化　　169

市場主義管理　　214

市場主義経済（へ）の転換　　202, 203

市場セグメンテーション　　37

市場対応型の応用研究　　108

市場内生産　　162, 258

市場の高級性　　61

市場の世界共通化／世界標準化　　60, 

234

市場のブロック化　　169

資生堂　　248, 270, 277

下請け企業　　87

下向きの開発　　228, 229

自動車企業　　112, 241

　――の投資　　161

　――の北米現地生産　　164

自動車の研究開発　　112

支　配　　24

柴田拓美　　283

資本関係　　44

資本参加　　189

資本装備率　　260

シャイン，ハーベイ（Shine, H.）　　283

小米（シャオミ）　　188

社会主義市場経済　　190

ジャスジット・バタール　　281

社長の現地化（海外子会社の社長の現地
化）　　146, 149, 150, 151, 268

社内公用語　　29, 271

ジャパン・ツーリスト・ビューロー　　
262

シャープ　　35, 77, 85, 88, 163

ジャルパック　　262

自由化　　20, 199, 265, 267

宗　教　　17

習近平　　195

　――の反腐敗運動　　196

終身雇用制　　138

珠海格力電器　→格力
宿泊施設の国際化　　267

珠江デルタ地区　　15

受信型文化　　195

受信情報の減少　　140

出資比率　　16, 24

需要の世界標準化　　247

春秋航空　　221

小規模工場　　73

商業企業　　147

商　社　　53, 241

　――経由の間接輸出　→間接輸出
　――参加型合弁　　73, 249, 291

　――離れ　　291

情報革命　　247

情報家電（製品）　　87, 92

情報共有　　77, 78

情報交換のネットワーク　　133

情報的経営資源　　240

情報の質　　140, 274

情報量　　140

職制図　　132

職　能　　124

　――の世界的な調整ないし統合　　131

女　性　　288

女性社長（CEO）　　289

ジンエア　　221

信越化学　　145, 227

人口減少　　5

新興工業国・地域　　180

新興国　　3, 64, 208

　――の富裕層　　251

新興国市場　　211, 223, 242

　――の中間層　　224

新興国戦略　　227, 228, 234

　――の転換　　225

　――の特徴　　233
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　――のファンドリー　　213

人　材　　112, 139, 141, 200

　――の獲得　　297

　――をめぐる競争　　296

人事革新　　7

人事評価制度　　270

新常態（ニューノーマル）　　3, 195

新製品開発　　77

新設企業　　73

新宅純二郎　　219

人本主義　　288, 289

垂直統合　　89

水平開発　　228

水平展開　　228, 251

スズキ　　219

鈴木三郎助　　29

鈴木商店　　55

スタッフ機能／業務　　125, 128

スターバックス　　253

ストリンガー，ハワード（Stringer, H.）　　
280

スプリント・ネクステル　　44

スマートフォン（スマホ）　　247

住友化学　　146, 236, 276

住友商事　　56

擦り合わせ（型）　　86, 87

西安秦川汽車　　218

成果主義人事　　210, 251

税　金　　17, 193

生　産　　91

　――と消費の同時性　　238

　――のグローバル化　　93

　――の国際分業　　38

　――の国内回帰　　5, 256

生産委託　　41

生産管理　　76, 77, 98

　――技術　　14

生産技術　　97, 98

生産コスト　　59, 72

生産財　　227

生産システム　　76

生産設備　　73, 76, 77, 98

　――の現地適応　　110

成熟技術　　73

製造請負企業　　68

製造企業　　10, 26, 58

　――の海外進出　　239

　――の直接輸出　→直接輸出
製造子会社　　147

成長戦略　　4, 272

製品アーキテクチャ　　86

製品開発（システム）　　63, 98, 228

製品技術　　97

製品事業部　　130

製品設計　　63

製品の現地適応　　110

製品の電子化・ソフト化　　94

製品別事業部制　　127, 130

製品輸入　　58, 293

製品（の）ライフサイクルの短縮化　　
91

整理整頓　　79

世界共通の人事報酬体系　　281

世界商品　　246

世界に通用する商品・サービス・経営資
源　　240, 247

世界標準モデル　　61, 234

関辰一　　196

石油危機　　54

セコム　　244

ゼスト　　220

世大積体電路（WSMC）　　213

設　計　　91

設計思想　　86

設計図　　98, 104, 114

設計変更　　118

ゼネラル・モーターズ　→ GM
セブ・パシフィック航空　　221
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セブン ― イレブン　　248, 251

セブン ― イレブン・ジャパン　　244

ゼロックス　　289

ゼロベースの開発　　228

尖閣諸島問題　　191

専業企業　　127

全国農業協同組合中央会（通称，JA全中）　　
4

先進国　　208

先進国市場　　241, 242, 251

　――と新興国市場の異質性　　234

　――と新興国市場の類似性　　234

選択と集中　　48, 49, 50

全地球測位システム（GPS）通信機能　　
227

セントラル・グループ　　253

戦略シフト　　260

戦略的提携　　44, 45, 293

戦略転換　　231, 257

戦略の固定性　　257

創業者　　30

創業者型経営者　　251

総合商社　　53, 55, 56, 65, 147, 151, 160, 

238, 249, 291

双　日　　56

即席麵企業　　211

粗鋼生産量　　187

組織構造　　132

組織図　　132

組織能力　　258, 259

組織の心理学／生理学　　132, 133

組織文化　　134

訴訟大国　　168

「外なる国際化」　　146

ソニー　　28, 31, 43, 45, 77, 84, 87, 88, 

145, 160, 163, 280, 283, 297

ソニーアメリカ　　283

ソフトウェア（開発）　　95, 116, 117, 

201, 238

　――拠点　　122

　――コスト　　121

　――のオフショア・アウトソーシング　　
116, 119, 293

　――の受託　　200, 203

　――の要件定義（仕様）　　118

ソフトバンク　　44, 297

唖 た　行

第一三共　　204

タイガー航空　　221

ダイキン（工業）　　46, 83, 187, 216, 230, 

231

タイサミット　　218

台積電　　213

大胆な投資　　251

対日感情　　18

第2トヨタ　　230

大日本精糖　　53

大日本明治精糖　　53

大連華信計算機技術　　121

大連ハイテク産業園区　　121

台湾企業　　83, 211

台湾子会社　　102

多角化（企業／戦略）　　35, 48, 124, 127, 

129

高島屋　　244, 252

タカタ　　165

高田重久　　166

「匠チーム」　　65

タケダ・エグゼクティブ・チーム　　280

武田國男　　49

武田薬品（工業）　　43, 49, 145, 167, 276, 

280, 298

　――の外国人社長　　280

竹森俊平　　177

多言語　　200, 265

　――国家　　203

多国籍化の日本的パターン　　292
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多国籍企業　　12, 13, 35, 124, 129, 136

　――の優位性　　112, 139, 141, 142

他社ブランド（生産）　　38, 40

タタ自動車　　202, 219, 229

タチ山田　　280, 298

短時間勤務　　8

地域経済統合　　169

地域市場　　169

地域別事業部制　　127

地域別組織　　129

チェンバース，スチュアート（Chambers, 
S.）　　278, 279

地方分権的インド政治　　202

中央集権的計画経済　　185

中間層上位部分　　231

中関村科学技術園区　　119

中近東　　179

中堅企業　　30, 263, 264

中　国　　180, 181, 208

　――での研究開発　　109

　――とインド　　201

　――の経済成長　　183

　――の自動車市場　　217

　――の人口　　184

　――の特徴　　182

　――の歴史　　191

中国企業　　85

　――のソフトウェア開発　　120

中国経済（楽観論／悲観論）　　3, 196

中国子会社　　99

中国市場　　211

中国リスク　　190

中小企業　　263, 264

中芯国際集成電路（SMIC）　　213

中低位技術　　54

長期雇用　　138

長期的な有望事業展開先国・地域　　207

長江実業　　253

調査リコール　　166

張汝京（リチャード・チャン）　　213

頂　新　　211

調整メカニズム　　133

調達センター　　41

「張張戦争」　　213

直接投資　　175

直接輸出（製造企業の）　　53, 55, 68, 160, 

291

曺斗燮　　210

地理的適応　　129

賃　金　　15

通　貨　　15, 265

通信バブル　　243

津賀一宏　　297

ツガミ　　277

津上俊哉　　196

ツクイ　　8

提案制度　　77

低価格製品　　220

ティークリエイト　　252

提　携　　230, 231

ディーゼルエンジン三輪車　　186

デカップリング　　3

テキサス・インスツルメンツ　　85

適地生産　　74

テクニカルセンター　　113

デジタル放送対応型テレビの開発　　103

テスラ・モータース　　96

デュポン　　41, 279, 289

デ　ル　　65, 85, 87, 92

デルファイ・ファイナンシャル　　43

テンセント　　188, 253

デンソー　　160, 225

電　通　　174

電動三輪車　　186

電動二輪車　　186

ドイモイ政策　　121

東京海上日動火災保険　　204

東京海上ホールディングス　　43
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東京メトロ　　266

統合型　　86

投資事業　　57

同時多発テロ　　22, 119

東　芝　　45, 85, 88, 163

鄧小平　　195

東南アジア諸国連合　→ ASEAN
東洋エンジニアリング　　277

東　レ　　41

特許使用料　　41

トップダウン　　210, 251

トップダウン経営　　213

トーメン　　56

トヨタ（自動車）　　5, 14, 35, 44, 80, 112, 

113, 145, 155, 160, 164, 230, 257, 269, 

278, 297

　――の対米輸出　　252

　――の米国への投資累計額　　161

豊田章男　　165, 297

トヨタ生産方式　　14, 45, 81, 155

　――の移転・普及の段階　　82

トヨタバッシング　　165

トヨタファイナンシャルサービス　　204

トランジスタ・ラジオ　　28

トリガー価格制度　　163

取引商品の総合性　　56

取引地域の総合性　　56

トレバー（Trevor, M.）　　155

トレンドの変化　　259

董明珠（ドン，ミンジュ）　　187, 216

唖 な　行

ナイコメッド　　43

内需型（企業／サービス企業）　　237, 

238, 253

内部調達　　61

ナイロン技術　　41

永井浩二　　283

長澤秀行　　298

中西宏　　296

ナショナリズム　　20

ななつ星　　6

ナ　ノ　　202, 219, 225, 229

鍋八農産　　5

ナラシマ・ラオ政権　　199, 203

成田一夫　　262

ナレンドラ・モディ　　203

ニコン　　35

二重課税　　17

日常会話レベル（英語）　　273

日米繊維協定　　163

日米賃金の差　　161

日米貿易摩擦　　163

ニチメン　　56

日産（自動車）　　164, 204, 280

日商岩井　　56

ニッチ市場　　223, 242

ニッチ戦略　　224

日中間の緊張・対立　　191

ニトリ　　59

2分の1バイク　　226, 230, 231

日　本
　――と EU の貿易　　173

　――とインドの貿易　　203

　――の EU への直接投資　　173

　――のインドへの直接投資　　204

　――の商品・サービス・経営資源の海
外展開　　248

　――の人口減緩和　　261

日本板硝子　　43, 278

日本生まれの商品／製品・サービス・経
営資源　　246, 247, 251

日本親会社の経営幹部　　270

日本親会社の国際化　　145

日本観光の中国人　　223

日本企業（評価／魅力）　　113, 193

　――／日本人が英語を使うデメリット　　
139, 274
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　――の英語化　　272

　――の欧州進出　　170

　――の海外工場／海外製造子会社　　
156, 160

　――の国際経営マネジメント　　157

　――の組織伝統　　285

　――の（中長期的な）有望事業展開先
国・地域　　197, 207

日本語　　114, 117, 119, 135, 136, 137, 

139, 294

　――を使って経営するコスト　　141

日本市場　　241

　――の開放　　61

　――むけの生産　　38

日本人海外旅行　　261, 262

日本人男性社員のネットワーク　　290

日本人による海外子会社経営　　147
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